
吸収合併に係る事後開示書面 
（会社法第 801 条第１項及び会社法施行規則 200 条に基づく書面） 

2023 年 4 月 3 日 

東海染工株式会社 



2023 年 4 月 3 日 

東海染工株式会社（以下「当社」という。）は、2023 年 1 月 31 日付けで株式会社東海ト

レーディング（以下「東海トレーディング」という。）との間で締結した吸収合併契約書に

基づき、2023 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社を存続会社、東海トレーディングを消

滅会社とする吸収合併（以下「本合併」という。）を行いました。

本合併に関する事項は、次のとおりです。 

１．吸収合併が効力を生じた日 

2023 年 4 月 1 日 

２．吸収合併消滅会社における法定手続の経過 

（１）会社法第 784 条の 2 の規定による手続の経過

吸収合併消滅会社の株主から本合併をやめることの請求はありませんでした。

（２）会社法第 785 条及び第 787 条の規定並びに第 789 条の規定による手続の経過

① 反対株主の株式買取請求（第 785 条）

株式買取請求はありませんでした。

② 新株予約権買取請求（第 787 条）

新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。

③ 債権者の異議（第 789 条）

2023 年 2 月 1 日付の官報にて債権者に対して本合併に対する異議申述の公告を行

い、知れている債権者に各別に催告をしましたが、異議を述べた債権者はありませ

んでした。

３．吸収合併存続会社における法定手続の経過 

（１）会社法第 796 条の 2 の規定による請求にかかる手続の経過

会社法第 796 条第 2 項に規定する場合に該当するため、本手続をおこなっており

ません。

（２）会社法第 797 条及び第 799 条の規定による手続きの経過

① 反対株主の株式買取請求（第 797 条）

第 796 条第 2 項に規定する場合に該当するため、本手続を行っておりません。

② 債権者の異議（第 799 条）

2023 年 2 月 1 日付の官報及び電子公告にて債権者に対して本合併に対する異議申

述の公告を行いましたが、所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんでした。 



４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に 

関する事項  

当社は、効力発生日をもって、吸収合併消滅会社の資産・負債及びその他権利義務の一 

切を承継いたしました。 

５．会社法第 782 条第 1 項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

別紙のとおりです。 

６．会社法第 921 条の変更の登記をした日 

2023 年 4 月 3 日 

７．前各号に掲げる事項のほか、吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

以上 



吸収合併に係る事前開示書面 
（会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則第１９１条に定める書面） 

2023 年 2 月 1 日 

東海染工株式会社 

別紙



2023 年 2 月 1 日 

吸収合併に係る事前開示事項 

東海染工株式会社（以下「当社」という。）は、2023 年 1 月 31 日付けで株式会社東海ト

レーディング（以下「東海トレーディング」という。）との間で締結した吸収合併契約書に

基づき、2023 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社を存続会社、東海トレーディングを消

滅会社とする吸収合併（以下「本合併」という。）を行うことといたしました。

本合併に関する事項は、次のとおりです。 

1．吸収合併契約の内容（会社法第 794 条第 1 項）

2023 年 1 月 31 日付けで当社と東海トレーディングが締結した吸収合併契約の内容は、

別紙 1 のとおりです。 

2．吸収合併の対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 1 号） 

東海トレーディングは吸収合併存続会社である当社の 100％子会社であるため、合併対 

価の交付はありません。 

3．新株予約権の承継に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 2 号） 

該当事項はございません。 

4．吸収合併消滅会社についての事項（会社法施行規則第 191 条第 3 号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容

別紙２のとおりです。

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容

該当事項はございません。

（３）最終事業年度の末日後に生じた財産状況に重要な影響を与える事象

該当事項はございません。

5．吸収合併存続会社についての事項（会社法施行規則第 191 条第 5 号） 

当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ 

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容について、該当事項はございま 

せん。 



6．吸収合併の効力発生日以後における債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則

第 191 条第 6 号） 

本合併効力発生時点における当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込 

まれます。また、本吸収合併後における当社の収益状況について、債務の履行に支障をき 

たすような事態は、現在のところ予測されておりません。従いまして、本合併後における 

当社の債務の履行に支障はないと見込んでおります。 

7．事前開示事項に変更が生じた場合は、変更後の当該事項（会社法施行規則第 191 条第 7

号） 

変更がありましたら、ただちに開示致します。 

以上 



別紙１





決 算 報 告 書

（第 50 期）

自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

株式会社東海トレーディング

別紙２



貸 借 対 照 表

令和 4年 3月31日　現在

株式会社東海トレーディング （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】      95,036,757 【流動負債】      47,686,876

現 金 ･ 預 金      92,597,920 買 掛 金       2,169,469

売 掛 金         666,336 短 期 借 入 金      40,000,000

商 　 品       1,769,468 未 払 税 金          70,000

立 替 金           3,033 未 払 費 用       4,777,707

【固定資産】          72,800 未 払 消 費 税         669,700

【無形固定資産】          72,800 【固定負債】      12,320,321

電 話 加 入 権          72,800 退 職 給 与 引 当 金      12,320,321

負 債 の 部 合 計      60,007,197

純 資 産 の 部

【株主資本】      35,102,360

資 本 金      10,000,000

利 益 剰 余 金      25,102,360

利 益 準 備 金       2,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金      22,602,360

別 途 積 立 金      17,500,000

繰 越 利 益 剰 余 金       5,102,360

純 資 産 の 部 合 計      35,102,360

資 産 の 部 合 計      95,109,557 負 債 及 び 純 資 産 合 計      95,109,557



損 益 計 算 書

自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

株式会社東海トレーディング （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高     106,929,433

売 上 高 合 計     106,929,433

【売上原価】

期 首 商 品 ･ 製 品 棚 卸 高      10,589,003

当 期 商 品 仕 入 高      99,081,200

合 　 計     109,670,203

期 末 商 品 ･ 製 品 棚 卸 高     -10,955,993

売 上 原 価      98,714,210

売 上 総 利 益 金 額       8,215,223

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計      25,917,462

営 業 損 失 金 額      17,702,239

【営業外収益】

受 取 利 息           1,110

雑 収 入      19,855,966

営 業 外 収 益 合 計      19,857,076

【営業外費用】

支 払 利 息         590,000

営 業 外 費 用 合 計         590,000

経 常 利 益 金 額       1,564,837

税 引 前 当 期 純 利 益 金 額       1,564,837

法 人 税 及 び 住 民 税          70,000

当 期 純 利 益 金 額       1,494,837



販売費及び一般管理費内訳書

自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

株式会社東海トレーディング （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

役 員 報 酬      14,800,000

給 料 手 当       4,880,000

法 定 福 利 費       1,046,633

厚 生 費         192,043

旅 費 交 通 費         225,895

通 信 費         161,413

輸 出 諸 掛         282,577

輸 入 諸 掛       2,204,119

消 耗 品 費          19,340

事 務 用 消 耗 品 費          22,919

諸 会 費           8,400

支 払 手 数 料         743,514

支 払 保 険 料         290,196

支 払 報 酬         272,000

地 代 家 賃         120,000

賃 借 料         458,854

租 税 公 課          37,219

雑 　 費         152,340

販売費及び一般管理費合計      25,917,462



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

株式会社東海トレーディング （単位：    円）

【株主資本】

資 本 金 当期首残高      10,000,000

当期末残高      10,000,000

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 当期首残高       2,500,000

当期末残高       2,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 当期首残高      17,500,000

当期末残高      17,500,000

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高       3,607,523

当期変動額 当期純利益金額       1,494,837

当期末残高       5,102,360

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高      23,607,523

当期変動額       1,494,837

当期末残高      25,102,360

株 主 資 本 合 計 当期首残高      33,607,523

当期変動額       1,494,837

当期末残高      35,102,360

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高      33,607,523

当期変動額       1,494,837

当期末残高      35,102,360



注 記 表

株式会社東海トレーディング

株主資本等変動計算書に関する注記

１）当該事業年度の末日における発行済株式の数

　　　　１０，０００株

２）当該事業年度の末日における自己株式の数

　　　　　　　　　０株
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